
 
 
 
 

調 査 の 概 要 
 
 
 
 
 

 

 

この報告書のみかた 

 
 
(1) 比率は、原則として各設問の無回答を含む集計対象総数（副設問では設問該当

対象数）に対する百分比(％)を表している。１人の対象に２つ以上の回答を求

める設問では、百分比(％)の合計は 100％を超える。 

 

(2) 百分比(％)は、小数第２位を四捨五入し、小数第１位までを表示した。四捨五

入の結果、個々の比率の合計と全体を示す数値とが一致しないことがある。 

 

(3) 分類別の表中の百分比(％)は、すべて各分類項目ごとの該当対象数を 100％とし

て算出した。 

 



－1－ 

調 査 の 概 要 
 
１．調査の目的 

本調査は、市民のさまざまな人権に関する意識の現状を調査・分析し、今後の人権施

策のあり方・方向性等を考える基礎資料を得ることを目的とした。 
 
２．調査項目 

(1) 風習・慣習に対する意識 

(2) 人権の知識・認識 

(3) 女性の人権について 

(4) 子どもの人権について 

(5) 高齢者の人権について 

(6) 障害のある人の人権について 

(7) 同和問題について 

(8) 外国人の人権について 

(9) 患者の人権について 

(10) 犯罪被害者の人権について 

(11) 人権が尊重される社会に向けての取組みについて 
 
３．調査設計 

(1) 調査地域   市内全域 

(2) 調査対象   １８歳以上の男女個人 

(3) 標 本 数   １，０００人 

(4) 標本抽出法   無作為抽出 

            [ブロック別、男女別、年代別人口に比例し無作為抽出] 

(5) 調査方法   郵送法 

(6) 調査期間   平成１９（２００７）年１１月１６日から１１月３０日 

 
４．回収結果 

   

標本数 有効回収数（率） 

１，０００ ５２５（５２．５％） 
 
 注）1,000 標本のうち、返送された調査票の回収数は、527 票（52.7％）だったが、白票

等の無効票 2票を除き、525 票（52.5％）を有効回収標本とした。 
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地域別回収状況 
 

割当標本数 
有効回収 

調査票数 

該当標本数に対 

する回収率（％） 

総  数 1,000 525 52.5 

①大田町 222 119 53.6 

②三瓶ブロック 

（三瓶町、山口町） 
59 29 49.2 

③東部ブロック 

（富山町、朝山町、波根町、久手町） 
183 91 49.7 

④西部ブロック 

（鳥井町、長久町、静間町、五十猛町） 
183 93 50.8 

⑤中央ブロック 

（川合町、久利町、大屋町）※大田町除 
99 49 49.5 

⑥高山ブロック 

（大森町、水上町、祖式町、大代町） 
49 26 53.1 

⑦温泉津町 92 38 41.4 

⑧仁摩町 113 66 58.4 

⑨無回答 － 14 － 
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５．調査回答者の属性 

   本調査の回答者（有効回収標本）525 人の基本属性は次のとおりである。 
 
(1) 性 別 

 本調査回答者の性別構成は、男性 47.6％、女性 51.4％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
(2) 年 齢 

 年齢構成をみると、18～29 歳 9.5％、30 歳代 9.1％、40 歳代 13.9％、50 歳代 20.2％、

60 歳代 16.8％、70 歳以上 29.5％となっている。 
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0% 50% 100%

総　　数(525)

男　　性(250)

女　　性(270)

18～29歳 30歳代 40歳代 50歳代

60歳代 70歳以上 無回答

【性　　　別】

 

男性
47.6%

無回答
1.0%

女性
51.4%

（総数 525人）

50歳代
20.2%

60歳代
16.8%

70歳以上
29.5%

30歳代
9.1%

40歳代
13.9%

18～29歳
9.5%

無回答
1.0%

（総数 525人）
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(3) 職 業 

 有職者の中では、「勤め人」が 20.6％と最も多く、「自営業」13.1％、「臨時、パートの

勤め」9.5％、「農林漁業」8.2％、「公務員、教員」6.5％、を合わせた有職者は 57.9％で

ある。一方、「学生」は 2.9％、「家事」は 18.3％、「職業についていない」は 19.0％とな

っている。 
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無回答
1.9%
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0.0

0.0

0% 50% 100%

総　　数(525)

男　　性(250)

女　　性(270)

18～29歳( 23)

30 歳 代( 19)

40 歳 代( 38)

50 歳 代( 57)

60 歳 代( 40)

70歳以上( 73)

18～29歳( 27)

30 歳 代( 29)

40 歳 代( 35)

50 歳 代( 49)

60 歳 代( 48)

70歳以上( 81)

農林漁業 自営業 公務員、教員

勤め人 臨時、パートの勤め 学生

家事 職業についていない 無回答

【性　　　別】

【性・年齢別】

男 
 
 

性

女 
 
 

性
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６．引用した他の調査の概要 

   本報告書では、以下の２つの調査結果を必要に応じて引用・比較している。 

 

〈島根県 平成１６年調査〉 

 ・調 査 名   「人権問題に関する県民意識調査」 

 ・調 査 時 期   平成 16（2004）年 7 月 28 日～8 月 11 日 

 ・調 査 対 象   島根県内居住の 20歳以上の有権者男女 3,000 人 

 ・対象抽出方法   層化二段無作為抽出法 

 ・調 査 方 法   郵送法（はがきによる督促 1回） 

 ・回 収 状 況   有効回収標本数 1,643 票（54.8％） 

   

〈旧大田市 平成７年調査〉 

 ・調 査 名   「人権問題に関する市民意識調査」 

 ・調 査 時 期   平成 7（1995）年 6 月 16 日～6月 30 日 

 ・調 査 対 象   平成 7（1995）年 6 月 1日現在で住民基本台帳に記載されたもの 

で 18 歳以上 81歳以下の住民 1,000 人 

 ・対象抽出方法   無作為抽出法 

 ・調 査 方 法   郵送法（はがきによる督促 1回） 

 ・回 収 状 況   有効回収標本数 703 票（70.3％） 

 


